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年 次 常用労働者数 身体障害者数 実雇用率 実雇用率対前年比
1977年 人ll,771,880 人128,429 a/0 ポイント1.09
78年 ll,436,902 126,493 1.ll 0.02
79年 ll,494,705 128,493 1.12 0,01
80年 ll,934,480 135,228 1.13 0.01
81年 12,238,319 144,713 1.18 ･0.05
82年 12,514,208 152.603 1.22 0.04
83年 12,628,093 155,515 1ー23 0.01
84年 12,830,940 159,909 1.25 0.02




年 次 67- 99人 100′-299人 300-499人 500.-999人 1,000人以上 平 均
1977年 1.71 1.48 1.21 1.04 0.80 1.09
78年 1_68 1.49 1.19 1.04 0.83 1.ll
79年 1.66 1.46 1.19 1.05 0.86 1.12
80年 1.68 1_45 1ー20 1.05 0.90 1.13
81年 1.81 1.46 1.21 1.08 0.98 1.18
82年 1.78 1.46 1ー22 1.10 1.05 1.22
83年 1.76 1.43 1.18 1.09 1.10 1.23
84年 1_76 1.43 1.20 1.09 1.14 1.25
85年 1.77 1.42 1.23 1.10 1.16 1.26
(資料出所)労働省 ｢身体障害者の雇用の現状｣
第3表 有効求職者数の推移
年 度 総 数 第 1種登録者 第2種登録者
総 数 うち重度 総 数 うち精薄
1970年 3月末 人 人 人 人 人9,568 8.085 1,193 1,483 704
71年 9,378 7,968 1,191 1,410 673
72年 9,850 8,414 1,322 1,436 756
73年 10,346 8,911 1,468 1,435 936
74年 10,271 8,811 1,697 1,460 867
75年 15,009 13,083 2,801 1,926 1,420
76年 20,690 18.464 3,880 2,226 1,594
77年 23,838 21,390 4,722 2,448 1,884
78年 . 29,842 26,778 6,241~ 3,064 2,553
79年 32,917 29,514 6,993 3,403 3,022
･80年 29,573 26,390 6,593 3,183 2,848
81年 32,528p 29,057 7,469 3,471 3,195
82年 36,725 32,876 8,787 3,849 3,637
83年 42,485 37,739 10,104 4,746 4,411
84年 45,843 40,547 ll,007 5,296 5,063




企 業 規 模 身 障 者 一般労働者
5.- 29 潔45.9 罪35.4








年 次 従業員数 身 体 障虫 雇用不足 実雇用率 全 国 実雇 用 率F:コ
1977年 人 人 人 % %154,161 2,416 739 1.57 1.09
78年 148,788 2.260 687 1.52 1.ll
79年 150,862 2,314 663 1.53 1.12
80-午 156,533 2,402 682 1.53 1.13
81年 163,973 2,546 666 1.55 1.18
82年 167,579 2,665 630 1.59 1.22
83年 169,381 2,640 652■ 1.56 1.23
84年 171,999 2,693 612 1.57 1.25




































































































































































































































































































訓 練 種 別 訓 練 内 容




職 業 教 育 就労適応槙能の評価就労適応訓練
職 業 訓 練 標準作業方法の設定職業適正の評価
肢体不自由領域における訓練システム
上肢の動作と機能
身体部位 機 能 基 本 動 作 口 的 動 作
Ll'H,'生TlTi動作
手指首前腕肘上柄人7lL1朽匝亘垂画垂把持段放け什故ri: つかむ さわるつまむ振る持ちなおすかえる 例洗 面 例掃 除
匡=亘 :亘】 食 事排 世衣服着脱入 浴 洗 た く


























































































































































































































動 作 MODATS MTM-丑 MSD記 号 MOD 記 号 MOD 記 号 MOD
つ か み 直 し R2 2 氏 1.7 FS i.7
圧 す A4 4 A 3.9 EF 3ー1
ク ラ :/ ク C4 _4 C 4.2 RC平均 5.0
足 首 (ペダル) F3 3 F 2.5 BF 2.5
歩 行 W5 5 S 5.0 W 4.7
限 (焦点合せ視線移動) E2 2 E 2.0 .E 2ー0
判 断 ′ D3 3 Eを代用 - -
腰 を ま げ る (往復) ∫ B17 17 B 16,9 Ⅴ 16,9
坐 る (往復) S30 30 s与芸) 21.7(GPD 30 A 30
この事は未熟練パート等を多 くかかえるライン
編成現場にあって､ライン編成技術や作業改善技
術を有することが必要になってきた職長､班長に
とって､またサークル活動など ｢考える現場｣作
りの有力な手法として､一般産業界-の適用を促
し導入の企業が増加してきている｡
ししかし､これら工程分析 t動作分析のみでは､
｢作業能力 ･方法｣を総合的に評価 ･分析できる
だけの条件はそなえていない｡対象者の理解能力､
心理的諸傾向､作業意欲､作業耐性､体力等とい
った面についても把握できるようなテス ト､/;ツ
テリーを工夫する必要がある｡
(以下次号)
参考文献
1)国際労働槙閑勧告第99号:障書者の職業的1)-ビリ
テ-ションに関する勧告､1955
2)同上条約第159号:職業的リ-ビリテ-ショソおよ
び雇用に関する条約､1983
3)同上勧告第168号:(同上)､1983
4)r障害者問題研究｣45､46､1986
｢身体障害者雇用促進法の問題点とその課題｣(上)
(下)､山田耕造
5)｢賃金と社会保障J945､1986
｢ゆたか福祉会の事業と実践｣､西尾晋-
6)｢法律と障害者の権利｣､村田稔
7)｢労働時報｣1986.9
r障害者雇用の現状と対策.J.職業安定局障害者雇
用対策室
8) ｢現代社会福祉原論｣､般曳宏保､1979
9) r身障者の仕事をみつめて｣､倉田昭三､1982
10)Metcalt,H.C.&Urwick,L.,ed.,Dynamic
Admimistration,theCollectedPapersof
MaryParkerFolet,N.Y.andLondon,1941.
ll) ｢日本経営工学会誌｣32-5､1981
｢身体障害者雇用促進のための作業工程分析法｣､
身体障害者雇用促進研究会
12)同上､35-6､1985
｢MODAPTS｣､横溝克己
-Hl-
